平成26年度　第３回　富山県公共事業評価委員会の概要
１　日　 時　　平成26年10月29日（水）　10:00～12:00

２　場　 所　　富山県庁４階大ホール
３　出席者　　長尾委員（会長）、野尻委員、上坂委員、尾久委員、手計委員、室伏委員
　　　　　　　　　（梅田委員は欠席）

４　審議内容
【議題１（平成26年度再評価対象事業における県対応案の再説明等）に対する主な意見】
（委員）

・ 富山駅周辺連続立体事業、北陸新幹線建設事業における工事の進捗状況は、県のホームページなどでアップされているのか。県民の関心も高いと思う。
⇒ 富山駅周辺整備については富山市のホームページで、新幹線各駅の進捗状況については北陸新幹線開業ＰＲ（県のホームページから外部リンク）のホームページで定期的に更新している。
また、富山駅北口に連続立体交差事業に関するパネルを設置しているが、十分に認知されていないかもしれない。50年、100年に一度のインパクトのある事業でもあるので、発信力を高めていきたい。

（委員）

・ 第２回委員会で連続立体交差事業の視察をしたが、工事現場の人に非常に丁寧に説明していただき感謝申しあげる。

・ 視察をしてみて、現富山駅を利用しながら事業を進めるのは、時間もかかるし工程も複雑で大変なことだとつくづく感じた。事故なく事業を進めてほしい。
⇒ 出来るだけ早く供用できるよう、工夫をしながら事業を進めていきたい。
・ 「土砂災害警戒情報」について、新たに地域名まで補足情報として市町村に提供するのはよい取組みだと思うし、今後も是非進めていってほしい。
・ 今年8月に発生した広島県での大規模な土砂災害では、土砂災害警戒区域に指定することで地価が下がることが懸念され、指定が進んでいないといった課題が指摘されていたが、ハード整備を行う前に住宅の開発に規制をかけることができないものなのかと感じる。
⇒ 本県の指定率は９８．８％であり、全国平均６２．９％に比して高い（H26.3.31現在）。ハード整備だけではお金も時間もかかるため、今後とも警戒区域の指定をしっかりと進めていきたい。
（委員）

・ 過去に見聞きした話では、災害復旧において、国の査定官に管きょの断面を設計よりも小さく査定されたことがあるとのことである。地元の経験からすると、再度被災するおそれがある小さな断面と思われて仕方がなく、事業費を抑制するという考えは理解できるが、あまり拘るとかえって二度手間になるのではないかと感じている。
⇒ 災害復旧については原型復旧が基本であるが、再度災害の防止の観点からも原型復旧が不適切な場合は、断面を大きくするなどの対応も必要だと思う。災害査定のなかでも洪水痕跡を示すなど、国の査定官に必要性を訴えていく必要があると考えている。
・ 9月補正予算で計上された10億円の災害未然防止対策事業について、河川の浚渫を前倒しして実施するとのことだが、例えば砂防堰堤は、土砂を食い止めると埋まってしまうが、堆積した土砂を除去することで新たな堰堤を整備しなくても済むのではないか。
⇒ 堆積土砂を除去することで容量を確保できるが、一方で、土砂を貯めることで河床勾配を緩くして地山を安定させる効果もある。全ての堰堤で土砂を除去するのではなく、状況に応じた土砂管理を進めていくこととしている。
（委員）

・ 今年8月に発生した広島県での大規模な土砂災害では、職員の人事異動により、指定箇所の選定に関し、引き継ぎがうまくいってなかったという報道を耳にした。県では、その点に関して問題ないか。
⇒ 危険箇所は指定するだけでなく、台帳（危険箇所カルテ）も整備するし、必要に応じて点検を行っている。ただ、人間のやることであるため、ミスが起こらないようバックアップ体制をつくっていくことも大事だと考えている。

（委員）

・ 土砂災害警戒情報の危険度状況図は、どのような情報をもとに作成しているのか。また、例えば雨量がこれだけ増えたらどうなるか、など事前にシミュレートして新たな情報を提供することは可能なのか。
⇒ 雨量や土壌雨量指数、過去の災害事例などを分析して、土砂災害の危険性を判定している。引き続き、今後も災害の発生状況を蓄積していくことで、危険度の判定を随時見直していくこととしている。
（委員）

・ 土砂災害警戒情報については、全国の事例では逃げなくて助からなかった人もいるので、私は地域毎にきめ細かく出すよりもオオカミ少年になってもいいから幅広くどんどん出した方が良いと思っている。

・ 仮に魚津市で発生したような豪雨が全県的に発生した場合、県庁のマンパワーだけでは対応できないのではないか。
⇒ 本県だけで対応できない場合に備えて、中部圏で災害協定を結ぶなど地方自治体間で広域的な連携を行っている。また、国土交通省では、災害時に各地方整備局から支援する体制（TEC-FORCE）を整えている。

・ 富山県では、タイムライン（事前防災行動計画）を使った行動計画にどう取り組んでいるのか。

⇒ 富山県ではまだタイムラインに取り組んでいないが、国土交通省が大規模な直轄河川においてタイムラインに取り組んでいるところである。
（委員会意見の取りまとめ）
・ 県の対応方針案どおり、今年度の評価対象事業は全て｢事業継続｣とされた。
・ 会長から意見を付すことが提案され、了承された。

・計画期間内での着実な事業の完了に努めること

・防災関連事業や残事業が相当期間残っている事業については、予算を重点配分するなど、
引き続き早期の効果発現に努めること
【議題２（次年度新規要望箇所の事前説明）に対する主な意見】
（委員）
・ 今ほど３件説明いただいたが、公共事業全体に占める割合を教えてほしい。また、事前説明の対象事業について、全体事業費10億円以上とした理由を教えてほしい。
⇒ 全体の割合については、すぐに数字が出てこないが、対象事業については、国や他県の例を参考にして全体事業費10億円以上とした。
（委員）
・ この３件のほかにも、いろんな地域から要望が出ていると思うが、B/Cを基準に選んでいるのか。この３件とした根拠を教えてほしい。
⇒ B/Cはあくまで指標の一つとして考えており、定量的に示せるものではないが、道路ネットワークの形成や救命救急率の向上などB/C以外の便益、地元の推進体制などを総合的に勘案して優先順位を決めている。

（委員）
・ 臨港道路西宮線について、東西のふ頭用地を道路ではなく直接橋を架ければもっと距離が短くなるのではないか。

⇒ 東西ふ頭用地に橋を架ける場合、船舶の航行のために桁下の高い橋が必要となるが、地形的な制約があって困難なこともあり、現計画のルートとしている。

（委員）

・ 東西のふ頭用地を行き来するのではなく、西側のふ頭用地を削って東側のふ頭用地を広くした場合、もっとコストがかかるのか。
⇒ 試算はしていないが、岸壁の築造や泊地の浚渫などで道路を造るよりもコストがかかると思われる。また、東側のふ頭用地は人家から近いため、粉ものは西側で荷役するなど、貨物によって場所を使い分けているという事情もある。

・ 道路２件の便益を受けるのは一般県民だが、臨港道路の場合、便益を受けるのは誰か。

⇒ この事業も道路としてのB/Cを算出しているが、B/C以外にも、荷役作業の効率化の点では荷役業者に、周辺道路の渋滞緩和の点では一般県民に、さらに振動、騒音の緩和の点では周辺住民に便益があると考えている。
（委員）

・ 個別の説明については十分理解できた。ただ、全体的な話をすると、意思決定プロセスの透明性の向上を図ると言っている割には、３件に決め打ちしているような印象を受けた。

（委員）

・ ３件に絞った背景を説明されるなど、次回ご検討いただければと思う。
・ 今回、新規箇所の事前説明が加わった訳だが、平成23年度の委員会で、「意思決定のプロセスについて、さらなる透明性の向上に努められたい」との付帯意見に基づき実施されたものであり、今回の委員会の議題に含めていただき感謝申しあげる。今後、再評価の際にも評価しやすくなるのではないかと思う。
